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目的：本分担報告書は、フィンランド、韓国、タイにおける産業保健活動に関連する

法制度、および産業保健看護職の活用状況を明らかにすることを目的とする。 

方法：文献レビューの手法に基づき、Google Scholar、Pubmed、医中誌等で文献検索

（キーワード：occupational health、occupational health nurse、国名等）、およ

び関連機関のホームページ情報等を行い、産業保健法制度、サービス提供のしくみ、

産業保健看護職の役割・教育・資格認定制度を整理した。 

結果：フィンランドでは、事業主に予防的産業保健サービスの組織が義務付けられ、

費用の最大 60%が償還されていた。産業保健看護職は産業保健活動全般に関わり、多

職種連携のコーディネーター役割を果たすなど、職場の最前線で活躍していた。

Public Health Nurse資格に 240単位、産業保健専門資格に 15 単位という教育要件

を、98％の産業保健看護職が満たしている。1995年から FIOH により小企業向け包括

的支援プログラムが展開されていた。 

韓国では、50人未満の事業場には国が委託した保健管理代行機関が支援を提供し、

毎年約 10万事業場が支援を受けていた。50 人規模以上では保健管理者の選任（また

は保健管理代行機関への委託）が義務付けられているが、その約 7割は産業保健看護

職であるとの報告があった。 

タイでは、2024年の法改正により産業保健看護職の配置基準が初めて明確化され、

50 人以上の事業場で修士号取得者または 4 か月間の専門研修修了者の配置が義務付

けられていた。 

考察：3カ国とも、中小企業への産業保健サービス提供に国が積極的に関与し、産業

保健看護職が最前線での自律的な支援役割、ならびにコーディネート機能を発揮して

いることが示され、その背景に高い教育・資格認定制度があることが示された。わが

国の施策への多くの示唆が得られたが、本研究は公開情報に基づく文献レビューであ

り、今後インタビュー調査や現地視察を通じた詳細な実態把握が必要である。 

結論：中小企業への産業保健サービス提供において、国による支援、産業保健看護職

の自律的活動を可能にする法制度、高度な専門教育が重要であり、わが国の産業保健

看護職の活用推進に向けて重要な示唆を提供する。 
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Ａ．研究目的 

  小国ではあるものの、中小企業への産

業保健支援に定評のあるフィンランド、

およびアジア圏で独自の産業保健体制

を展開している韓国およびタイにおけ

る産業保健活動に関連する法制度、主た

る活動内容、ならびに産業保健看護職の

活用状況について、公開されている情報

の範囲で明らかにすることを、本研究の

目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

情報検索の方法としては、 Google 

Scholar, Pubmed, European PubMed 

Central, CiNii Research, 医中誌等の

検索エンジンを用いた文献検索（キーワ

ー ド ： occupational health, 

occupational health nurse, 国名等）、

ならびに、各国の産業保健担当官庁や関

連学術団体・職種団体等のホームページ

等から得た情報の中から、下記の項目に

合致する情報を抽出した。 

情報を抽出した項目は、 

１）産業保健に関する法制度、２）産

業保健サービス提供のしくみ（産業保健

関連職種の種類・構成を含む）と支援内

容、３）産業保健看護職の役割（他職種

との連携状況を含む）、４）産業保健看

護職の教育・資格認定制度（法定・民間）、

５）労働能力管理に関する施策（治療と

仕事の両立支援を含む）等であった。 

なお、本研究では、文献ならびに公開

されたホームページ等からの情報のみ

使用しており、倫理的配慮が必要な研究

には該当しない。 

 

Ｃ．研究結果 

１．フィンランドの状況 

１）産業保健に関する法制度 

 2001 年に発表された Occupational 

Health  Care Act（産業保健法；

1383/2001）がフィンランドにおける産

業保健法制度の主たる根拠法となって

おり、すべての労働者と職場への総合的

な産業保健サービスとして、雇用主が従

業員の労働能力、健康、安全を守り促進

するために、予防的な産業保健サービス

を組織することを義務づけていた。主な

目的として、事業者、従業員、産業保健

提供者の 3者間の協力により、労働関連

の疾病や事故の予防、健康的で安全な職

場環境の推進、キャリア全体を通じた従

業員の健康と労働能力の維持、職場コミ

ュニティの機能を推進することが示さ

れていた。さらに、2013年に発表された

Government Decree on the principles 

of good occupational health care 

practice, the content of 

occupational health care and the 

qualifications of professionals and 

experts (708/2013)では、具体的な産業

保健活動の内容と展開方法、および産業

保健専門（産業医、産業保健看護職、理

学療法士、心理職等）の資格要件が定め

られていた１)。 

2023年に、すべての社会福祉サービス

と健康支援サービスが、 Wellbeing 

Services Countiesから統合的に提供さ

れるしくみに変更されることが発表さ

れた２)。 

２）産業保健サービス提供のしくみ（産

業保健関連職種の種類・構成を含む）と
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支援内容 

 事業者には予防的な産業保健サービ

スを組織することが義務付けられてお

り、単独または共同で産業保健サービス

を構築するか、外部労働衛生機関（多く

は民間労働衛生機関）と 契約すること

とされていた。Kela（フィンランド社会

保険庁）は、事業者や個人事業主が負担

した産業保健のための必要かつ妥当な

費用の償還（払い戻し）を行っていた（予

防的産業保健サービス費用の最大 60％

が償還される）3),4)。  

2024 年より、フィンランド国内の 21

の Wellbeing Services Counties が企

業、個人事業主等への産業保健サービス

を組織・管轄していた 2),6)。  

産業保健サービスの提供は、産業医、

産業保健看護職、理学療法士、心理職、

ハイジ二スト、など多職種の産業保健専

門職からなる産業保健チームが連携し

て行っていた 3),5),6)。 

かつては、4つのタイプの産業保健サ

ービス（①大企業モデル（企業内に産業

保健サービスを保有）、②グループモデ

ル（数社で産業保健サービスを共同出

資）、③Public sector（自治体の産業

保健部門、零細企業・個人事業主・農林

漁業者、等向け）、④Private sector（民

間産業保健サービス、中小企業と契約）

が展開されていた３）が、近年では企業が

自前の産業保健サービスを持つことは

稀で、殆どが民間の産業保健サービス機

関と契約していた。2013 年に good 

occupational health care practice と

して、政府が産業保健サービスにおける

多職種連携、各専門職の教育研修基準等

を公表したことにより、より質の高い多

職種連携が加速した 1),5), 6）。 

1995 年から FIOH（フィンランド産業

保健研究所）により、従業員数 50 人未

満の小企業を対象とした包括的な支援

プログラムが始まった。安全衛生だけで

なく労働者の労働能力の維持・向上や企

業競争力の強化をも視野に入れながら、

多様なサービスの連携を図ってきた 3),7)。 

３）産業保健看護職の役割（他職種との

連携状況を含む） 

 産業保健看護職は、産業保健チームの

多職種と連携して、対象者ニーズに寄り

添いながら、職場における健康とウェル

ビーイングの増進、職業起因性健康障害

の予防。健康調査、カウンセリング、職

場環境調査とその健康影響のアセスメ

ント、健康診断、病気等の治療・リハビ

リテーション・復職支援のコーディネー

トを行っていた 5),6),8)。 

産業保健看護職が、各職場の最前線で

健康管理、作業管理、作業環境管理を含

めた広範囲の職務を担い、他の専門的な

支援が必要となる事例を産業医・心理士、

理学療法士等につなぐコーディネータ

ー役割を果たしていた。産業保健看護職

の位置づけ、必要なコンピテンシーが、

法的に定められていた 5), 6)。 

４）産業保健看護職の教育・資格認定制

度（法定・民間） 

 産業保健法（2001 年）ならびに 2013

年に発出された Government Decree１）は、

産業保健看護職の地位と必要な能力に

ついて示している。 Public Health 

Nurseになるために登録看護師の資格取

得後 240単位の教育を受講し、さらに産
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業保健分野の専門資格を得るために、少

なくとも 15 単位の研修を、入職した最

初の 2 年間で卒後教育として受講する

ことが義務付けられていた５)。 

産業保健看護職の専門資格取得のた

めの研修は、労働衛生概論、職場リスク

の評価、労働能力の維持向上、産業保健

支援の連携等の４つのモジュールから

成り、合計 14 日間（対面 8 日間、遠隔

6 日間）を 5～7 か月間かけて受講する

ことになっていた。その後も、継続教育

として、毎年 7日間の教育研修が課せら

れている。2018 年の調査では、98％の産

業保健看護職が教育要件を充足してお

り、非常に高い割合で教育ならびに資格

取得が浸透していたことは特筆に値す

る 5)。 

FIOH で提供される教育研修プログラ

ムとして、各種の産業保健専門職、およ

び、職場の安全衛生担当者向けの様々な

内容が提示されていた 9)。産業保健看護

職は、産業医コースや理学療法士コース

の学生らとともに受講することができ

るしくみもあり 9)、職種間理解・多職種

連携の促進につながった。 

５）労働能力管理に関する施策（治療と

仕事の両立支援を含む） 

フィンランドでは、産業保健法１）にも

労働能力（work ability）の増進が謳わ

れているように、1980年代初頭から労働

能力という概念が注目されてきた 10)。従

来は、疾患や負傷後の職場復帰の促進、

慢性疾患や労働能力の低下、再発症状を

抱える労働者の就労継続の支援、障害を

持つ労働者への効果的な職場配慮と支

援の提供などに焦点があたっていたが、

近年はよりポジティブな労働能力管理

（work ability management; WAM）への

関心が高まっており、組織における戦略

的管理の一環として WAM（労働能力管理）

を導入し、変化の中で職員の労働能力を

維持・発展させるための前提条件、運営

方法、モニタリングツールを構築するた

めの研究プロジェクトなども展開され

ていた 10)。 

 

２．韓国の状況 

１）産業保健に関する法制度 

 韓国では、Occupational Safety and 

Health Act, OSHA (1981 年制定，1982

年施行）が産業保健の基本法 11)であり、

安全衛生に関する基準を定め、責任の所

在を明確にし、 快適な作業環境を整備

することにより労働を提供する者の安

全と健康を維持することを目的として

いた。また、日本における労働安全衛生

法施行令にあたる Enforcement Decree 

of the Industrial Safety and Health 

Actにおいて，OSHAの実施に必要な具体

的な細則や活動手順、安全衛生管理体制

に関わる配置基準等、有害業務に関する

管理基準などを規定 12)、労働安全衛生法

施行規則にあたる Enforcement Rules 

of the Industrial Safety and Health 

Actにおいて施行令の詳細な運用基準や

手続き、事例などを定めていた 13)。また、

2022年に Serious Accident punishment 

Act, SAPA が制定され、重大事故（死亡

事故・複数傷害など）を対象に、経営者・

法人の刑事責任を明確にしていた 14)。 

KOSHA（Korea Occupational Safety and 

Health Agency, 韓国産業安全保健公団
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15)）は Ministry of Employment and 

Labor, MOEL（雇用労働部：日本におけ

る厚生労働省の“労働省”にあたる部門）

の外郭機関であり、産業保健の中核機関

である。事業場への技術支援やコンサル

ティング、産業保健専門職への教育・訓

練、調査研究や政策提言、情報提供や広

報、安全衛生マネジメントシステムの認

証制度の運営や保護具・安全装置・測定

機器などの安全認証・検定などを担って

いた。 

２）産業保健サービス提供のしくみ（産

業保健関連職種の種類・構成を含む）と

支援内容 

OSHAでは、従業員の安全と健康の確保

および向上をはかり、国が定める労働災

害防止に関する政策に準拠することを

事業者責任として義務付けていた。した

がって事業場内に、その業種や規模等に

従い安全保健管理責任者（Safety and 

Health Manager、安全管理者（Safety 

manager）、保健管理者（Health manager）、

産業医（Occupational physician）等を

選任し活動にあたるものである。常時雇

用する労働者が 50 人以上の事業場にお

いては保健管理者（Health manager）を

選任することが義務付けられていた。保

健管理者の資格を有することができる

職種としては主に医師、看護師、産業衛

生技師(Industrial Hygienist)等であ

り、これらの職種から選任することがで

きるが、保健管理者が医師でない場合に

は産業医の選任が必要となっていた。

1990年代の法改正により、300 人未満の

中規模事業場では外部の保健管理代行

機関に委託し、パートタイムの産業保健

専門家を派遣して委託することが可能

となった 16）17）。この保健管理代行機関

は、労働安全保健法施行規則 13)で要求さ

れる人員基準および設備基準などの条

件を満たし，MOEL（雇用労働部）が指定

した機関でなければならない。 

50人未満の事業場においては、保健管

理代行機関が作業環境測定、特殊健康診

断、保健指導などの支援を直接行ってい

た。韓国の 事業場の約 9 割が小規模事

業場であり、１年につき 3～4 割の事業

場が選定された。そのため、事業場 の

視点に立つと 3～4 年に１回程度支援を

受けられることになっていた 18)。一方で、

小規模事業場の産業保健カバー率

(Occupational Health Coverage Rate, 

OHCR)は約 25～40％との報告もあり、韓

国における産業保健上の課題ともされ

ていた 19)。 

３）産業保健看護職の役割（他職種との

連携状況を含む） 

韓国における産業保健看護は 1981 年

以降専門家として認められるようにな

ったが、工場診療所における応急手当提

供者の役割が主であった。1991年の法改

正により、看護師が保健管理者として認

められたことから、より高い専門性が求

められることになった 20)。 

保健管理代行機関協議会による保健

管理代行機関運営マニュアルでは次の

要点が記されていた。1. 医師，看護師，

産業衛生師の 3 職種によって産業保健

サービスを提供し、各専門職が役割を分

担・連携して産業保健サービスを提供す

る、2. 提供される産業保健サービスに

よって事業者の労働安全保健における
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法的義務が果たされるように設計、3. 

各専門職の事業場訪問頻度の規程が記

されていた。主な役割分担としては、医

師は職業病管理や健康診断管理、疾病管

理、OHNは事業所の衛生管理計画·評価、

健康相談や保健指導、プライマリーケア、

ヘルスプロモーション、総括管理や調整

機能、産業衛生技師は有害物質/環境の

管理、作業管理、保護具の管理、保健統

計等を主として担いつつ連携を図って

いた 17)。各専門職の事業場訪問頻度が規

定されており、OHNの訪問頻度が最も高

く設定されていた 17)。また、 保健管理

者のうち、医師が 10％、OHNが 70％、産

業衛生技師等が 20％となっていた 18)。 

なお、韓国の産業保健看護の専門団体

で あ る Korean Association of 

Occupational Health Nurses (KAOHN)

は、KOSHA の 50 人以下の小規模事業場

の産業保健管理の大規模な委託先の一

つとなっており、KAOHNの OHNが多くの

小規模事業場の産業保健を担っていた
20)。 

４）産業保健看護職の教育・資格認定制

度（法定・民間） 

産業保健看護に関する教育については、

一部の大学では学部教育に取り入れて

おり、その数は増加していた。また、大

学院における産業分野の高度実践看護

師の制度があるが、その数はまだ少ない

との報告があった 20)。 

継続教育については KAOHN が担ってい

る。KAOHN は事業場保健管理者に対して

2 年ごとに受講義務が課せられている

「新規職務教育および医療免許補習教

育課程プログラム」の実施機関となって

おり、看護師に限らず保健管理者全体を

対象としていた。研修時間は新規更新の

場合は 18科目 36 時間、それ以後は 11

科目 24 時間と規定されており、それぞ

れ決められたカリキュラムに従って実

施されていた。さらに、新たな産業保健

認定資格として「職業健康管理士」の認

定プログラムを創設している。これは、

より専門性の高い産業保健看護職の育

成することが目的ではあるが、受講資格

は看護師に限らず保健管理者全てに適

応された。KAOHN では，将来的に産業保

健看護職の事業場での採用において、職

業健康管理士の資格認定者が優先的に

採用されるようにしていきたいとの考

えがあった 18)。 

５）労働能力管理に関する施策（治療と

仕事の両立支援を含む） 

労働能力管理や治療と仕事の両立支援

に関する具体的な施策については、本研

究における文献レビューおよび公開資

料の検索では、十分な情報を得ることが

できなかった。 

 

３．タイの状況 

１）産業保健に関する法制度 

タイにおける産業保健制度は、タイ

王国憲法第 74 条に定められた国家の

労働政策に関する指導原則を基盤とし

ていた 21)。同条項は、国家が人々の能

力と年齢に適した労働への従事を促進

し、労働者を保護するとともに、安全

と職業衛生を確保し、適切な収入、福

祉、社会保障その他の給付を受けられ

るようにすべきことを明記していた。

さらに、労働年齢後の生活のための貯
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蓄の提供または促進についても国家の

責務として規定されていた 21)。 

この憲法上の理念を具体化するため、

タイでは段階的に産業保健関連法制度

が整備されてきた。1972 年には従業員

の保護と福祉に関する要件を定める布

告が発令され、従業員 200 人以上の事

業場に対して 1 人以上の看護師の配置

が義務付けられた。また、大規模な事業

場には医師などの追加の医療従事者の

配置も求められるようになった 22),23)。 

労働安全衛生管理の専門職配置に関

しては、2006年に Occupational Safety, 

Health and Environmental Act が施行

され、Safety Officer（SO：安全管理

者）の選任が事業者に義務付けられた。

その後、2022年には新規則が公布され、

業種と従業員数に応じて 5 つのレベル

の SO が設定された 24)。具体的には、従

業員が 2名以 

上の場合は監督レベル、20名以上 50名

未満では技術レベル、50名以上 100 名

未満では高度技術レベル、100 名以上

では専門家レベルの SOが求められ、各

レベルに特定の資格や経験要件が課さ

れることとなった。これにより、事業

場規模に応じた労働安全衛生管理体制

が構築されている 24)。 

現行の産業保健法制度の中核をなす

の は 、 2011 年 に 公 布 さ れ た

Occupational Safety, Health and 

Environment Act（B.E. 2554 / A.D. 

2011）である。本法は Minister of 

Labour（労働省）の所管の下、すべての

雇用主および従業員に対して職場の安

全と健康の維持・遵守を義務付けるも

のであり、労働安全衛生環境法を基本

として、タイ独自の OSHMS 規格（TIS 

18000：Thai Industrial Standard）が

公表されていた 23)。 

近年の法制度改革としては、B.E. 

2562/2019（職業病及び環境病の防止及

び管理に関する法律）および B.E. 

2567/2024（職業保健サービス基準省令）

が注目された 23)。これらの法令によって

職業性・環境性疾病の監視・予防・管理

のしくみが整備され、企業や職業保健サ

ービス機関が労働者の健康維持や疾病

予防により積極的に関与することが求

められるようになった。 

２）産業保健サービス提供のしくみ（産

業保健関連職種の種類・構成を含む）と

支援内容 

タイにおける中小企業への産業保健

サービスは、複数の制度的枠組みによっ

て支えられていた。古くから従業員数に

応じて看護師や医師が応急措置の担い

手として雇用が義務付けられており、こ

れが産業保健サービスの基盤となって

きた。さらに、従業員数 2人以上の健康

リスクの高い業種に対しては、前述の 5

つのレベルの Safety officer の雇用が

義務付けられ、労働安全対策が推進され

てきた 24)。 

産業保健専門職の配置状況を見ると、

産業医や産業保健看護職（OHN）は主に

リスクの高い一部の大企業に勤務して

おり、産業医、OHN、産業衛生士による多

職種チームによって産業保健サービス

が提供されている。この多職種連携アプ

ローチは、包括的な産業保健サービスの

提供を可能にする重要な特徴であった。 
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産業保健サービス提供体制に関する

重要な転換点として、2024年に保健省が

交付した産業保健サービスに関する省

令が挙げられる 22)。本省令では、産業保

健サービスを 3 つのタイプに分類した。

第一に民間産業保健サービスユニット、

第二に事業所内産業保健サービスユニ

ット、第三に公的産業保健サービスユニ

ットであった。 

特筆すべきは、OHNの配置基準が明確

化されたことである。民間産業保健サー

ビスユニットでは少なくとも 2人の OHN

（修士号取得者、または 4か月間の専門

研修修了者）の配置が、事業所内産業保

健サービスユニットでは 200人以上 999

人の企業規模において少なくとも 1 人

の OHN（資格要件は民間ユニットと同等）

の配置が求められることとなった。この

規定により、中小企業の産業保健サービ

スにおける OHN の役割が制度的に位置

づけられたと言える 22)。 

３）産業保健看護職の役割（他職種との

連携状況を含む） 

タイにおける OHN の役割は、近年大き

く変化してきている。長期にわたり、OHN

の役割、選任要件や配置基準等が明文化

されていなかったが、2024年の法改正に

よって OHN（修士号取得者または 4か月

間専門研修修了者）の配置が義務付けら

れたことで、その役割が明確化された 22)。 

現在、OHNに期待される役割は、従来

の応急措置に加えて、労働者の健康の促

進と維持、健康の評価、健康教育プログ

ラムの実施等、多岐にわたる実務を包含

していた。今後はさらに労働者の健康と

Wellbeingを推進する中心的な役割を担

うことが期待されていた 22)。 

多職種連携の観点からは、一部の大企

業において OHNは産業医、産業衛生士と

ともに産業保健チームを構成し、協働し

て産業保健サービスを提供する体制が

構築されていた 23)。このような多職種連

携体制は、包括的かつ効果的な産業保健

サービスの実現に不可欠な要素となっ

ていた。 

４）産業保健看護職の教育・資格認定制

度（法定・民間） 

タイにおける産業看護教育は 2000 年

頃から本格的に発展してきた。現在、主

に大学院修士課程において産業保健看

護の専門教育が提供されていた 23)。 

教育プログラムとしては、2つの主要

なコースが存在した。第一に、2004年に

開始された 60 時間の短期研修コースが

あった。本コースは Burapha University、

Chiang Mai University 、 Mahidol 

University 、 Nopparat Rajatanee 

Hospital の産業医学部門によって立ち

上げられた。カリキュラムは、30時間の

産業保健入門（労働衛生政策、中毒学、

人間工学、安全、リスクアセスメント、

産業保健法令、職業病、疫学）と、30 時

間の産業保健看護学（OHNの役割と機能、

健康管理、作業環境管理、ヘルスプロモ

ーション、部門調整、ケースマネジメン

ト、倫理、緊急時対応、産業保健サービ

スの計画立案・実行・評価）から構成さ

れていた。 

第二に、2010 年に開始された 4 ヶ月

間の研修コースが存在していた。本コー

スはタイ看護学会が承認している 13 の

プログラムのうちの 1つであり、Chiang 
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Mai University の看護学部に設置され

ている通常プログラムのほか、Mahidol 

University の公衆衛生学部看護学と

Nopparat Rajatanee Hospital の産業医

学センター、公衆衛生省との共同による

週末プログラムとして実施されていた。

カリキュラムは、11 単位の学科研修（ヘ

ルスシステム、産業保健の基本、健康評

価とスクリーニング、産業保健看護学応

用）と、5 単位の実地研修から構成され

ており、より体系的かつ実践的な教育内

容となっていた 23)。 

これらの教育プログラムは、2024年の

法改正で配置が義務化された OHN の資

格要件（修士号取得者または 4か月間の

専門研修修了者）に対応するものであり、

産業保健看護職の専門性を担保する重

要な役割を果たしていた。 

５）労働能力管理に関する施策（治療と

仕事の両立支援を含む） 

労働能力管理や治療と仕事の両立支

援に関する具体的な施策については、本

研究における文献レビューおよび公開

資料の検索では、十分な情報を得ること

ができなかった。 

 

Ｄ．考察 

１．中小企業への国による積極的な支援

体制 

フィンランド、韓国、タイの 3カ国に

共通する特徴として、中小企業への産業

保健サービス提供に国が積極的に関与

している点が挙げられる。 

フィンランドおよび韓国では、産業保

健関連の研究機関や民間労働衛生機関

などを通して、多数の小規模企業への実

質的な産業保健サービスを展開してい

る 3,16,17)。特に韓国では、国の方針によ

る対象企業の選定と支援を大規模に行

い、数年に一度は支援が入るしくみが構

築されている点が注目される 16,17)。 

さらにフィンランドでは、財政的支援

として、事業者や個人事業主が予防的な

産業保健サービスに支払った費用の最

大 60％が社会保険制度から償還される

しくみがあり、事業者等へのインセンテ

ィブとして機能している可能性がある
3,4)。このような直接的・財政的支援の両

面からのアプローチは、わが国の小規模

企業支援、ならびに個人事業主への支援

においても参考となる施策である。 

 加えて、フィンランドでは労働能力

（work ability）に従来から注目し、そ

の維持・向上の支援を行うことを産業保

健活動の重点目標の１つとしているこ

とも特徴と考えられる。労働力不足に悩

む小規模事業場等では、従業員の労働能

力の維持・向上ならびに病気・怪我によ

る労働力損失の予防によるメリットが

非常に大きいと考えられ、産業保健サー

ビスを積極的に活用することにつなが

る可能性が考えられる。わが国でも 2016

年に「治療と仕事の両立支援」に関する

ガイドラインが発表され、2026 年 4 月

からは努力義務化されることになった

が、病気等を持った労働者が十分な治療

を受けながら就労継続できるよう支援

する上で、労働能力の維持・向上という

視点はあまり強調されていないと思わ

れる。その意味からもフィンランドにお

ける労働能力管理の考え方は、今後わが

国において、治療と仕事の両立支援を中
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小企業全般に広めていくためにも大い

に参考になると考えられる。わが国への

導入に向けて、フィンランドにおける具

体的な労働能力管理の方策をさらに深

く知るためには、現地調査ならびに関連

機関・職種へのインタビュー調査等が必

要と考えられる。今回の調査では、その

点に関する韓国・タイでの状況を文献的

に探ることができなかったが、公開され

ている英文資料が少ない等の限界もあ

った可能性もあるため、今後は別の方法

で情報収集することも必要と考えられ

る。 

 

２．産業保健看護職の自律的活動と多職

種連携体制、および教育・資格認定制度 

フィンランドおよび韓国では、産業保

健看護職が最前線で産業保健サービス

全般を担いながら、必要時に産業医等に

つなぐ多職種連携が進んでいる点が特

徴的である 5,6,17)。  

一方、タイでは近年産業保健看護職の

配置基準が定められ、今後の活躍が期待

される段階にある 22)。 

これらの国における産業保健看護職

の活用状況の背景として、多職種連携を

基本とした法制度を構築してきたフィ

ンランドや韓国では、産業保健看護職が

自律的に活動できる環境が整備されて

いることが挙げられる 1,11)。また、米国

や英国を含めて産業保健看護職への高

度な教育や資格認定が行われている国

ほど、産業保健看護職の裁量権が大きく

主体的に活動でき、高い社会的評価が得

られているとの報告 25,26）も認められ、

教育研修の強化が活動の質保証と社会

的評価の向上につながる可能性が示さ

れた。特に、フィンランドでは、98％の

産業保健看護職が資格認定に必要な教

育研修要件を満たしているなど、3カ国

の動向においても同様の傾向が認めら

れており 5,18,20)、今後わが国においても

産業保健看護職への継続教育および資

格認定制度のさらなる強化が必要と考

えられる。 

産業保健看護職は、事業者・労務厚生

担当者・労働者と各職場の最前線で接し、

彼ら自身の意識啓発もしつつ企業ニー

ズ・労働者ニーズに沿った全般的な産業

保健サービスを自ら提供しながら、必要

時に産業医・ハイジニスト・理学療法士

等の多職種につなぐコーディネート機

能を発揮しており 5,6,17)、これらの特性

が中小企業への支援において重要な役

割を果たしていると考えられる。本研究

により明らかとなった海外での状況は、

産業保健看護職の活用推進により、中小

企業における産業保健活動が活性化す

る可能性が高いことを示唆しており、今

後のわが国の施策にも活かしていくこ

とが望まれる。 

 

３．産業保健研究機関による研究・教育・

実践の統合的展開 

フィンランドの FIOH（フィンランド産

業保健研究所）では、研究のみならず教

育・実践面にわたる活動が活発に展開さ

れており、成果を挙げている 7,9)。この

ように、産業保健に関わる研究・教育・

実践を一体となって展開することがで

きれば、企業ニーズに合った産業保健サ

ービスのあり方や、それに応えうる専門
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性を確保するための産業保健専門職へ

の教育研修を展開することができ、質の

高い産業保健サービスの普及推進を具

現化しやすくなる可能性が高いと考え

られる。 

わが国の国立労働安全衛生研究所は

研究機能のみに特化されており、産業保

健専門職等への教育研修や小規模企業

への直接的な支援サービスは実施され

ていない。今後は、フィンランドの事例

を参考に、教育・実践機能の導入も検討

していく余地があると考えられる。 

以上の 3点から、フィンランド、韓国、

タイの事例は、わが国の中小企業におけ

る産業保健活動推進、特に産業保健看護

職の活用推進を可能にする法的・社会的

環境整備と教育研修の充実に向けて、重

要な示唆を提供するものである。 

 

Ｅ．結論 

フィンランドや韓国との比較から、中

小企業への産業保健サービス提供にお

いて、国による直接的・財政的支援、産

業保健看護職の自律的活動を可能にす

る法制度、産業保健研究機関による研

究・教育・実践の統合的展開が重要であ

ることが示唆された。 

タイにおける産業保健制度は、2024年

の法改正により産業保健看護職の配置

基準が明確化されるなど、発展途上の段

階にある。  

しかし、多職種チームによる産業保健サ

ービス提供体制の構築や、修士課程を中

心とした専門教育制度の整備が進めら

れており、今後の発展が期待される。 

 

Ｆ．研究発表 

1．論文発表 

なし 

2．学会発表 

なし 

Ｇ．知的所有権の取得状況 
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なし 
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なし 
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なし 
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